
ＰＦＩ事業の事例 
 
１．国（独立行政法人を含む）                    頁 

１）大学等（試験研究施設を含む）     
○ 総合地球環境学研究所施設整備事業・・・・・・・・・・・・１ 

２）庁舎と宿舎 ※ 
  ○ 中央合同庁舎第 7 号館整備等事業・・・・・・・・・・・・・３ 

○ 九段第 3 合同庁舎・千代田区役所本庁舎整備等事業・・・・・６ 
○ 公務員宿舎赤羽住宅（仮称）整備事業・・・・・・・・・・・８ 

 
２．地方公共団体 

１）教育と文化 
  ○ 四日市市立小中学校施設整備事業・・・・・・・・・・・・１０ 
  ○ 神奈川県立近代美術館特定事業     ・・・・・・・・１２ 
２）生活と福祉 
  ○ 市川市ケアハウス整備等ＰＦＩ事業・・・・・・・・・・・１４ 
３）健康と環境 
  ○ 神奈川県衛生研究所特定事業・・・・・・・・・・・・・・１６ 
  ○ 高知医療センター整備運営事業・・・・・・・・・・・・・１８ 
４）産業 
  ○ とがやま温泉施設整備事業・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

○ 神戸市摩耶ロッジ整備等事業・・・・・・・・・・・・・・２３ 
５）まちづくり 
  ○ （仮称）長井海の手公園整備等事業・・・・・・・・・・・２５ 
  ○ 江坂駅南立体駐車場整備事業・・・・・・・・・・・・・・２７ 
６）庁舎と宿舎 

※印参照 
７）その他 
  ○ 千葉市消費生活センター・計量検査所複合施設整備事業・・２９ 

○ 大分県女性・消費生活会館（仮称）整備事業・・・・・・・３１ 
 
※本事例資料は、内閣府ＰＦＩ推進室において公表資料を基にとりまとめたも

のである。 
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総合地球環境学研究所は、地球環境問題の解決及び本質把握に不可欠な「人間と自
然系の相互作用環」の解明及びその克服につながる「未来可能性」を実現する道筋の
探求に関する研究を行うとともに、これらの成果を広く発信することにより、この問
題の対応策に関連する学問的基盤形成に資するため、「地球環境学に関する総合研究」
を行うことを目的として、2001 年（平成13 年）４月に創設された、文部科学省の大
学共同利用機関である。 
具体的には、いわゆる地球環境問題の根源は、ことばの最も広い意味における人間

の「文化」の問題であるという基本認識の下で、①［総合性］地球環境問題の解決を
目指した総合的な研究、②［流動性］流動性の高い研究組織の実現、③［国際性］国
際的に通用する研究運営体制の整備、④［中枢性］リーダーシップの発揮、を特色と
した新しい意欲的な試みとしての研究を研究プロジェクト方式により推進すること
としている。 
このため、研究活動の拠点となる研究施設については、明確な目的意識を共有する

理系・文系を越えた幅広い異分野の研究者によって組織的に推進される研究プロジェ
クトを効率的・効果的に実施するにふさわしい場としての研究環境を構築することを
施設整備事業の基本的な目的とする。 

本施設の設計・建設・維持管理業務を行う。 
 

文部科学省

京都市北区上賀茂本山 

約５７億円（落札金額：消費税含む）

  約１５年間（平成１５年１０月～平成３０年３月末日）

敷地面積：約３１，０００㎡
   延床面積：約１２，５００㎡

ＢＴＯ方式
－ 民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設（Build）



2 

した後、施設の所有権を公共に移転（Transfer）し、施設の維
持管理・運営（Operate）を民間事業者が事業終了時点まで行
っていく方式。

サービス購入型
－ ＰＦＩ事業者が提供する公共サービスの対価として公共
から支払われる料金でＰＦＩ事業の事業費を賄っていく方式

実施方針の公表      平成１４年９月２０日
特定事業の選定・公表   平成１５年１月１５日
民間事業者の選定・公表  平成１５年７月２５日
契約・協定等の締結    平成１５年１０月１０日
（供用開始予定      平成１８年４月）
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国は、文部科学省・会計検査院庁舎の建て替えに関し、調査等を行ってきたが、
平成 13 年度の緊急経済対策及びそれに続く同年 6 月の都市再生本部の決定を踏ま
え、中央合同庁舎第 7号館として民間の資金・経営能力及び技術的能力を活用した
PFI 手法による整備の検討に着手した。 
この結果、全事業期間における国の財政負担の縮減が期待し得ることや、民間収
益施設を国の合同庁舎と合築することによる新たな事業機会を生み出すことで、経
済の活性化や雇用機会の創出が期待できるため、PFI 手法を活用した整備を検討す
ることにした。 

庁舎の設計・建設・維持管理・運営等を行う。 
 

国土交通省、文部科学省  
 

東京都千代田区霞が関   
 

約９２１億円（契約額：消費税含む）          
 

  ＰＦＩ事業：約１９年間（平成１５年７月～平成３３年度末） 
ＰＦＩ事業の付帯事業（民間収益施設）：約３０年間 
（平成１５年７月～事業期間終了日【平成４６年度を予定】） 

 
 

建物階数：官庁棟地上３３階・地下３階 
     官民棟地上３８階・地下３階 
延床面積：約２５万㎡（民間権利床等を含む） 
容積率：約９５０％ 
建物最高高さ：官庁棟約１６５ｍ 
       官民棟約１７８ｍ 
 

 
ＢＴＯ方式 
－ 民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設（Build）した後、 

施設の所有権を公共に移転（Transfer）し、施設の維持管理・運営 
（Operate）を民間事業者が事業終了時点まで行っていく方式。 



 

4 

サービス購入型 
－ ＰＦＩ事業者が提供する公共サービスの対価として公共から支払 

われる料金でＰＦＩ事業の事業費を賄っていく方式 
 

 
実施方針の公表      平成１４年６月１０日 
特定事業の選定・公表   平成１４年８月２６日 
民間事業者の選定・公表  平成１５年４月２４日 
契約・協定等の締結    平成１５年６月３０日 
（供用開始予定      平成２０年１月４日） 
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Build
Transfer

Operate





8 

公務員宿舎赤羽住宅（仮称）は、昭和３７年～３９年に建設された狭あい・低層の
公務員宿舎であり、老朽化が進んでいることから、早急に建替えを行う必要がある。
その際、国有財産の有効利用の観点から、集約・高層化を推進するとともに、「民間
資金等の活用による公共施設の整備等の促進に関する法律」に基づき実施することに
より、民間資金、経営能力及び技術的能力を活用し、財政資金の効率的な使用を図り
つつ、公務員宿舎の整備を行い、国家公務員等の職務の能率的な遂行を確保し、もっ
て国等の事務及び事業の円滑な運営に資することを目的とする。

公務員宿舎の設計・建設・維持管理業務を行う。 
 

財務省

東京都北区赤羽台２－２  

約６４億円（落札金額：消費税含む）

  １０年間（平成１４年１２月～平成２４年３月）

敷地面積：約２５，０００㎡
   住戸数：４２５戸（附帯施設としてクリーニング店設置）
      （従前２９１戸）

ＢＴＯ方式
－ 民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設（Build）
した後、施設の所有権を公共に移転（Transfer）し、施設の維
持管理・運営（Operate）を民間事業者が事業終了時点まで行
っていく方式。

サービス購入型
－ ＰＦＩ事業者が提供する公共サービスの対価として公共
から支払われる料金でＰＦＩ事業の事業費を賄っていく方式。
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実施方針の公表      平成１４年４月２６日
特定事業の選定・公表   平成１４年６月７日
民間事業者の選定・公表  平成１４年１１月１９日
契約・協定等の締結    平成１４年１２月２０日
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学校整備における財源確保と同時に、時代の求める教育サービスの質の向上という

重要な課題に対応するため、市ではＰＦＩ法により老朽化した小中学校校舎等の改
築・改修を複数校一括して整備し、教育環境の向上を早期に実現するとともに、施設
の維持管理を民間事業者に委ねることで、長期間に亘って良好な保全状態で維持し、
学校施設における長期的な観点で整備コストの縮減と質の確保を図ることを目的とす
る。 

小中学校等の改築・改修・維持管理業務を行う。 
 

四日市市 
 

四日市市前田町他３箇所     
 

未定  
 

  約２３年間（平成１６年６月～平成３９年３月） 
 

 
      おおよその想定規模 

① 改築：校舎 20,000 ㎡（４校） 
 体育館 1,500 ㎡（１校） 等 

        ② 改修：校舎  5,600 ㎡（２校） 
            体育館 1,800 ㎡（２校） 
      

ＢＴＯ方式 
－ 民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設（Build）し 
た後、施設の所有権を公共に移転（Transfer）し、施設の維持管 
理・運営（Operate）を民間事業者が事業終了時点まで行ってい 
く方式    

 
サービス購入型 
－ ＰＦＩ事業者が提供する公共サービスの対価として公共か 
ら支払われる料金でＰＦＩ事業の事業費を賄っていく方式 
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  平成１５年２月４日 
  平成１５年６月２６日 
  平成１６年１月 
  平成１６年６月 

  改修施設 平成１７年１１月 
〃     改築施設 平成１８年４月～９月  
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近代美術館の現在地（鎌倉市）で不足する機能について、鎌倉館（本館及び別館）
と連携する「新館」を葉山町に建設し、生涯学習時代にふさわしい機能を備えた美
術館を整備する。 
 

新館建設、施設（新館、鎌倉館本館及び鎌倉館別館）の維持管理、美術館支援業
務、新館備品等整備等業務 
 

神奈川県  
 

新館   ：三浦郡葉山町一色字三ヶ岡  
           鎌倉館本館、別館：鎌倉市雪ノ下    
 

   約１２５億円（落札額：消費税除く。金利変動・物価変動を含まず。 
また、金利は入札公告の提示条件によっており、契約金利と異なる。） 

 
  ３２年間（本館のみ１５年間） 
（平成１３年７月～平成４５年３月：鎌倉館本館のみ平成２８年３ 
月） 

 
新館    敷地面積：約１５，０００㎡     

延床面積： 約７，１００㎡ 
鎌倉館本館 敷地面積： 約４，２００㎡     

延床面積： 約２，４００㎡ 
鎌倉館別館 敷地面積： 約５，０００㎡     

延床面積： 約１，６００㎡ 
ＢＯＴ方式 

－ 民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設（Build）・所有し、 
事業期間にわたり維持管理・運営（Operate）を行った後、事業終了時点 
で公共に施設の所有権を移転（Transfer）する方式。 

 
サービス購入型 
－ ＰＦＩ事業者が提供する公共サービスの対価として公共から支払 
われる料金でＰＦＩ事業の事業費を賄っていく方式 

         ※但し、新館喫茶・レストラン等の運営業務は独立採算型 
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  平成１２年７月２８日 
  平成１２年９月１８日 
  平成１３年４月３日 
  平成１３年７月５日 

         平成１５年１０月１１日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（外観写真） 
 

※写真は、神奈川県のホームページより抜粋 
   （http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/zaisan/pfi/kinbi.htm） 
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本事業は、施設入所希望者の増加に伴う多様な介護基盤整備の一つとして、利用
者のサービス選択肢を拡大するため、基本計画事業であるケアハウス等整備を、民
間事業者の資金、経営能力等を活用したＰＦＩ事業として実施する。 
                 

市川市立第七中学校の校舎のうちＡ棟並びに給食室を建替え、余裕容積を有効活
用して公会堂、保育所、ケアハウス、デイサービスセンターを１棟の建物に合築で
整備する。整備に際し、２つの事業区分で区切り、このうち本事業は、中学校校舎
の建替えに伴う余裕容積を活用して、ケアハウス並びにデイサービスセンターを他
の施設と同時に整備する事業である。 
                    

市川市 
 

市川市末広 
 

約１０億円（契約額：消費税含む） 
 

  １７年間（平成１５年３月～平成３２年３月） 
 

敷地面積：約２３，５００㎡（中学校校舎等の施設を含む） 
         建ぺい率： ６０％ 
         容積率 ：２００％ 
 

ＢＴＯ方式 
－ 民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設（Build）した後、
施設の所有権を公共に移転（Transfer）し、施設の維持管理・運営
（Operate）を民間事業者が事業終了時点まで行っていく方式。 

独立採算型 
   － 施設等の利用者から徴収する料金でＰＦＩ事業のすべての事業費 

を賄っていく方式。 
 
 

 
  平成１４年６月１２日 
  平成１４年７月４日 
  平成１４年１２月１３日 
  平成１５年３月２５日 
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学校・給食室 平成１６年 ９月 
     上記以外施設 平成１６年１０月 
 
 
 
 

 
施設概要図（事業者提案） 

 
 
 
 

 
完成予想図（事業者提案） 

※ 図は市川市ホームページより抜粋 
（http://www.city.ichikawa.chiba.jp/pfi/Care/index.htm） 




